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1. 戦略提携とは何か

1─1. 研究の背景

近年様々な業界で国境を越えた戦略提携が増加し、日々のニュースを賑わせている。消

費者は企業間の提携によって生まれた新たな製品・サービスを享受している。だがその一

方で、提携を行っても期待した成果が得られず解消することも少なくない。そこで国際戦

略提携の現状を整理し、そこからの示唆を考える。

1─2. 国際戦略提携拡大の背景

・  市場の同質化とグローバル化

情報通信技術が進歩した結果、我々は画一的な情報を手にすることが可能となった。

人々のライフスタイルは同質化し、大規模かつ標準化された製品・サービスのグローバル

市場が誕生した。これによって企業は生産、流通、マーケティング、経営管理などバリュ

ーチェーンのあらゆる段階で規模の経済性を獲得した。さらに情報メディアだけでなく、

輸送技術も革新し時間的空間的距離が短縮された。冷戦体制の崩壊、新興国の台頭など世

界がダイナミックに変化する中でグローバル化が進展した。しかし、グローバルな規模で

の規模の経済性を獲得するには、それに対応した販売網の形成とマーケティング・ミック

スの構築が必要となり、一企業の経営資源で全てをカバーすることは非常に困難になって

きた。したがって、他社の経営資源を活用するために国際戦略提携の必要性が出てくるの

である。

・  技術イノベーションの複雑化と市場の不確実性

企業がグローバル市場で競争優位を構築するには、効果的な技術イノベーションを創造
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し、それによって生まれた新技術を製品やサービスに組み込み、市場に広く受け入れられ

なければならない。だが、新技術・新製品開発のためには巨額の投資が必要となる上、投

資に見合った成果が出るとは限らない。そこでパートナー間で R&Dのリスクを分散する

手段として国際戦略提携が採用されるようになった。また、製品ライフサイクルの初期に

おいては製品の機能の基準や消費者のニーズが不明瞭であり、答えは誰にも分からない。

こうした市場の不確実性に対応するために、研究開発の段階から国際戦略提携を行い、製

品規格を他社と共通化させることが求められる。

このように国際戦略提携が増えている背景には市場の同質化とグローバル化、技術イノ

ベーションの複雑化と市場の不確実性の 2つの要因が相互に絡みあっていることが分か

る。

1─3. 戦略提携の定義と類型

戦略提携とは、複数の企業（組織）が競争優位を構築するために経営資源などを共有し

継続的な協調関係もつことである。戦略提携はその目的によって性格を異にしている。横

山（『経営戦略　ケーススタディ　グローバル企業の興亡』，横山寛美，シグマベイスキャピタル，2012）

によると、戦略提携は事業単位と全社単位の 2つに分けられる。以下、事例と共に概念の

確認を行う。

（1） 事業単位の協調戦略

・  相互補完型戦略提携

「複数の企業が、競争優位を構築するために相互補完的な手法で経営資源などを共有す

る事業単位の提携」（横山，2012，p. 317参照）で、垂直的と水平的の 2つに区別される。

垂直相互補完型戦略提携とは「バリューチェーン（価値連鎖）の異なる段階にある経営

資源などを共有する提携」（横山，2012，p. 318参照）のことで、例えば自動車メーカーと部

品会社の系列関係である。一方、水平相互補完型戦略提携とは「バリューチェーンの同じ

段階にある経営資源などを共有する提携」（横山，2012，p. 318参照）で、ルノーと日産自動

車の提携がこれに当たる。1999年の提携締結以来、プラットフォームや部品の共有化や

生産の標準化に成功しグローバル市場を拡大し製品ラインナップを充実させている。

・  競争反応型戦略提携

「競合他社の攻撃に対して競争的反応で反撃する」（横山，2012，p. 318参照）ことを目的と

し、新日本製鐵（以下新日鐵）の複数の海外メーカーとの買収防衛的提携に代表される。

粗鋼生産量で世界 1位に立つアルセロール・ミタルは、世界中で買収を繰り返しながら成

長を遂げてきた。なぜ買収を幾度となく繰り返しさらに続けようとしているのか。第 1に

新興国の経済発展に伴い鉄鋼需要の伸びが今後も予測されること、第 2に規模の経済性の
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効果を手に入れること、第 3に自社の市場支配力を高めること、第 4に企業規模を拡大さ

せることで鉱山側と対等の力を持つことが考えられる。このような脅威に対し、新日鐵は

自社にも買収の手が及ぶことを恐れた。そこで日本の住友金属工業や神戸製鋼所のほか、

中国・インド・ブラジルの鉄鋼メーカーとも提携を行った。

・  不確実性削減型戦略提携

「変化の激しい市場で、リスクや不確実性から防御するため」（横山，2012，p. 318参照）の

提携である。これにはトヨタ自動車（以下トヨタ）とゼネラルモーターズ（以下 GM）が

小型車の製造において合弁会社を設立した事例がある。トヨタにとって世界最大の自動車

市場で大規模な現地生産を行えること、GMにとって小型車の生産ノウハウを吸収できる

ことに大きな意義があった。当時の日米間の貿易摩擦問題への対処という観点からもこの

合弁事業は良策といえた。なお、GMの破綻により 2010年に合弁を解消している。

・  競争削減型戦略提携

「競争を削減するための提携で、明示的共謀（談合）と暗黙的共謀（談合）から成り立

つ。明示的共謀は、先進国では規制産業を除き違法である。」（横山，2012，pp. 318‒319参照）

（2） 全社的協調戦略

・  多角化型戦略提携

これは「新製品や新市場地域に多角化するために、経営資源などを共有する提携」（横

山，2012，p. 319参照）である。例えば住友商事はアメリカの TCI（Tele-Communications 

International　現 Liberty Media）と提携し、合弁会社 J:COMを設立している。ケーブル

テレビ事業の参入には日本での規制緩和が背景にあった。

・  シナジー型戦略提携

これはパートナーが所有する様々な機能や事業に着目し相乗効果を誘発させる戦略提携

で、航空会社のアライアンス・グループ（航空連合）がこれに該当する。現在、世界には

「スターアライアンス」、「ワンワールド」、「スカイチーム」の三つのアライアンス・グル

ープが存在する。各航空会社は利用客の少ない路線にコードシェア便を乗り入れること

で、コストを削減しながら搭乗率を上げることができる。また、マイレージ・サービスの

相互利用や上級会員向けの空港ラウンジの利用など、利用者側にもメリットがある。

こうした戦略提携が数多くある中でとりわけ特徴的なのは、戦略提携の位置づけが周辺

的なセカンドベストのものではなく、積極的に競争優位を構築するための中核的な最善の

策として用いられるようになったことである。

1─4. 戦略提携の実際

では積極的に競争優位を構築するための戦略提携を効果的なものにするには、どのよう

なことが求められるのであろうか。そこで我々は繊維業界に焦点を絞ることにした。日本
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の繊維メーカーは高度な技術力を武器に世界で確固とした地位を築きあげてきた。だが、

近年ではアジアをはじめとする海外企業の台頭や産業の構造変化によって苦戦を強いられ

ている。外部環境の変化を受けて多くの日本企業が「選択と集中」を進め事業の再編を行

っているが、我々は戦略提携という観点から日本の繊維メーカーが今後とるべき戦略を考

えることにした。

2. 繊維業界の分析

2─1. 繊維業界のバリューチェーン

まず、繊維業界を考えるにあたりその特徴的なバリューチェーンについて見ていきたい

と思う。

図 1からわかるように川上には繊維の原料となる原糸メーカーがおり、川中となる部分

にはその糸を生地などに加工、染色する企業が存在し、アパレル企業や百貨店、専門店と

いった小売業が位置する川下へとつながっていく。また、川中と川下、海外メーカーとの

つなぎ役として商社が大きく関わっており、1つの企業が垂直的にバリューチェーン全体

を統合するのではなく、それぞれの段階において企業が多数併存し、水平的に分業してい

るのが特徴として挙げられる。また、日本における川中企業の大半は中小零細企業であ

る。歴史的にアパレル・問屋からの委託を受けての活動が中心であったが、海外からの輸

入品の増加が著しくなり企業数が減少している実態がある。川下企業に目を向けると日系

アパレル企業は国内市場を重視しており、自社開発生産型から自社開発外部生産、OEM、

ODM調達など業態は多様化しつつあるのが現状となっている。これらの業態は主に商品

差別化を図るか、市場への商品投入スピードを重視するかの選択に影響している。

図１　繊維産業のバリューチェーン
出所：http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/fiber/pdf/130117seisaku.pdfを基に作成
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2─2. 代表的な日系繊維メーカー

ここでは世界に代表する技術力を持った日系繊維メーカーである東レ、帝人の企業概要

を見ていく。

東レは有機合成化学、高分子化学、バイオテクノロジーを 1926年創業以来のコア技術

としており、これらを駆使してレーヨン生産を開始し、ナイロン、ポリエステル、アクリ

ルの 3大合成繊維や樹脂・ケミカル、複合材料、高機能フィルムなどへと事業の発展を遂

げていった。そして近年は、これらにナノテクノロジーをコア技術に加えている。繊維部

門の製品を見ると原糸から衣料品、エアバッグやシートベルトといった産業用資材のニー

ズにまで対応している。また、東レナイロン、フィールドセンサー、トレカなどの幅広い

製品・ブランドラインナップを保有していることが特徴である。

一方、帝人も東レと似た分野に基盤となる技術を持ち、1918年の創業から約 10年後に

はレーヨン長繊維の操業を開始した。そこから高性能繊維・複合材料、電子、ヘルスケ

ア、ITなどへと事業展開を進めた。高性能・炭素繊維部門の製品では、アラミド繊維や

高性能ポリエチレン・ポリエステル、テナックスといった製品を投入している。これらは

消防服や自動車・航空機のボディに使用され、様々な産業を支えている。近年では次世代

エコカーの普及に伴い、熱可塑性樹脂を使用した炭素繊維複合材料（CFRP）の需要拡大

が期待されている。また、両社ともオープンイノベーション戦略を掲げており、産官学共

同で幅広いネットワークを形成し、社内外で共同研究・人材交流・情報交換を進めてい

る。それにより顧客のニーズに高い次元で価値を提供することを目指している点で他の日

系企業を牽引している。

3. 繊維業界の現状の問題点

3─1. 日本繊維企業が抱える問題

次に繊維業界の問題点を見ていきたいと思う。日本の繊維産業はアパレルなどの衣料向

け分野では、中国や韓国の台頭に伴い比較的安価な輸入品が増えたことで製品単価が下が

出所：http://www.teijin.co.jp/ir/library/及び http://
www.toray.co.jp/ir/を基に作成

表 1　東レ・帝人営業利益・売上高比率比較

東レ 帝人
営業利益（円） 1053億 181億
繊維部門売上高比率 41％ 15％
営業利益率（繊維） 4.6％ 7％
従業員数（人） 約 4万 5千 約 1万 5千
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り、厳しい状況が続いている。一方、炭素繊維などの高性能繊維では他国を圧倒する優れ

た技術力を有している。自動車や建設資材、医療製品といった産業資材分野を中心に需要

拡大が予測される分野である。例えば高性能炭素繊維市場で見ると、東レの推定によれば

2010年度の日本企業のシェアは約 7割1）であり、このことからも日本企業が高い技術力を

持っていることがわかる。

このように日本は高い技術力を持っているにも拘わらず、その技術を利用して製品化す

る活用・加工技術では欧米に遅れをとってしまっている。その理由の一つとして、日本に

は技術を利用して最終製品にする出口が無いということが挙げられる。つまり、日本は高

シェア・高技術を持っているものの最終的な出口が無いという理由のために、加工技術で

欧米諸国に遅れをとってしまっているのだ。

4. 問題解決に向けて

4─1. 高機能繊維分野

ではこのような現状の問題点を解決するために日本の繊維企業はどのような行動をとる

べきなのだろうか。解決策を炭素繊維などの高機能繊維分野と衣料品などの汎用繊維分野

という 2つの軸に分けて考えていきたいと思う。解決策の 1つ目は、炭素繊維などの高機

能繊維分野では、自動車メーカーや航空機メーカーのような最終用途になる企業とコンソ

ーシアムを作り、連携を強めるということである。

東レ経営研究所（『サプライチェーンを見据えた高性能繊維およびその活用・加工技術の実態調査』，

東レ経営研究所，2012）によると「コンソーシアムはユーザー産業、素材メーカー、加工メ

図 2　炭素繊維世界シェア
出所：http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2012fy/E002086.pdfを基に作成
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ーカーなどが集まって、プロジェクトを設定し、それぞれが専門とする分野の技術開発を

行うもの」である。つまり、高機能繊維を供給する川上企業とそれを加工する川中メーカ

ー、さらに最終製品を販売する川下企業が 1つのグループを組み、そのグループそのもの

でサプライチェーンを構築することで現状の問題解決につなげるのだ。サプライチェーン

を包括するような連携を組むことで、高度な技術を生かせる場を用意することができ、ス

ピーディな製品化に繋がると考えた。

日本が欧米に比べてコンソーシアムが少なく、加工技術で遅れている背景には、研究を

行う大学の環境や、政府の支援の大きさの違いがあると考えている。

表 2から分かるように、日本の繊維企業は大学・研究所や政府支援などの面で比べる

と、欧米に比べてコンソーシアムを作るのが困難な状況にあるのだ。しかし、欧米の優れ

た研究機関や中国の台頭で技術差は縮まっており、今後も日本企業が優位性を保つために

は、川中・川下企業との連携が必要となるだろう。

4─2. 汎用繊維分野

2つ目の解決策は、汎用繊維分野では顧客目線に立った商品を開発するために川下企業

との連携を強めるということである。日本の汎用繊維分野は、バブル経済がはじけて高度

図 3　繊維産業コンソーシアムイメージ図
出所：筆者作成

川上 川中 川下

繊維メーカー 加工企業 最終製品メーカー

コンソーシアム

出所：http://www.jcfa.gr.jp/mg/wp-content/uploads/news/press/2012/03/3379/20100701dm1.pdfを
基に作成

表 2　欧米日繊維産業を取り巻く環境の違い

大学・研究所 研究予算など
欧州 繊維系大学・繊維系研究機関が多数存

在。
EU・各国・地域レベルで規模の大き
な支援がある。

アメリカ NTC（National Textile Center）加盟 8
大学の繊維系大学が中心。材料系研究
を行う大学は多数存在。

軍事関連の関係で各種の研究プログラ
ムがあり、研究費用を獲得しやすい。

日本 繊維学部がある大学は 1校のみ。 欧州などに比べて国などによる研究支
援は少ない。
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成長期が終わると、国内消費の低迷、1973年に変動相場制へと移行しオイルショックや

プラザ合意による為替レートの変動、海外競合の低価格製品の輸入などの影響を受けて、

1990年代から国内市場は衰退の一途をたどる。製造出荷額は年々減少しており、1991年

のピーク時の 1/3程度まで縮小している2）。当時の川上の製造企業の商流はメーカーの下

請け会社で、輸入品により国内の繊維の受注は大幅に減少するのと同時にコスト競争が激

化し安定した業績がとれなくなった。ここで多くの繊維企業は自身の経営を安定させるた

めに多角化を進めることとなる。この多角化には大きくわけて 2つある。1つ目は、繊維

ではなく他の事業への多角化である。例えば、帝人は高機能素材やヘルスケア、ITとい

った成長分野の事業に力をいれ、クラレは合成樹脂や化学品へと主力事業を転換して、業

績が思うようにとれない繊維事業を縮小し、利益のとれる他事業の育成・転換をした。2

つ目は川上だけでなく川中や川下へと事業転換をする垂直的多角化である。東レは繊維事

業の縮小をせず開発投資を続け、原糸から縫製まで一貫して内製出来る体制を構築した。

このように東レを除いた多くの日本企業は汎用繊維事業の縮小・撤退をした。

一方、グローバルでみると、繊維業界は成長産業であり、新興国市場では今後も消費が

増加していくと予想される。グローバル市場で生き残っていくためには、まず外部環境の

影響に左右されずに、市場の変化に対応していかなければならない。

ここで、東レと帝人を例にとって考えてみることにする。帝人は、震災をはじめとした

タイの洪水、欧州経済の減速といった外部環境の影響を受けて、業績が振るわない時期が

続いた。一方、同業の東レは好業績を出している。この両社の差の要因として、バリュー

チェーン戦略を取り入れているかどうかが挙げられる3）。従来は東レも川上から川下まで

長い水平分業体制で原糸と織物、縫製など多段階で複雑に分断されており、素材メーカー

は最終的に価値を見出す消費者との距離が遠く、そのニーズがつかみにくい組織構造をし

ていた。また、コスト競争激化の状況下では、製品単体で収益性を高めることが難しかっ

た。そこで、自社のバリューチェーンに更なる付加価値の源泉となる活動を取り込む垂直

統合モデルへと移行した。帝人のように川上で単品製品としてメーカーに供給するだけで

はなく、東レは川下に近いところで供給することで付加価値を大きくして、近年は委託ブ

ランドの製品の設計、製品開発や製造をする ODMビジネスを展開している。ODM製品

の代表例として、ヒートテックやシルキードライが挙げられる。2006年にファストファ

ッション「ユニクロ」を手がけるファーストリテイリングと戦略的パートナーシップを結

び、年々変化していく消費者ニーズに基づいて革新を繰り返し、常に消費者に新たな価値

を提供することで、近年では海外での売上も伸ばしている。この安定した業績は東レの素

材の特性を応用する技術や開発力とユニクロが分析した消費者ニーズを組み合わせた相乗

効果によるものといえる。また、帝人は外部環境の変化による業績悪化を受けて、家具チ

ェーン店のニトリと共同開発事業を立ち上げ、消費者のニーズがあるところにフォーカス
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して素材の特性を生かした、丈夫で軽いランドセルや着火しても燃え広がりにくいコタツ

布団など年間 2～3の新製品を産み出している4）。今後、帝人は国内で得たノウハウをも

とに海外での売上を伸ばす製品・戦略を打ち出していくべきだと考える。

繊維企業は垂直相互補完型戦略提携によって、自社が開発した素材を消費者のニーズに

合った製品へと確実に投入できる仕組みを構築し、利益率の向上、及び安定的な収入確保

につなげることができる。つまり、利益成長を目指すためには川下企業へのアプローチに

より最終ニーズを川上企業が把握し、顧客のニーズに合った製品を作ることで激しく変化

する外部環境に対応していく必要があるのだ。

ここで強調したいポイントは、川上企業が顧客の目線を取り入れるということである。

昨今は顧客ニーズの多様化と製品ライフサイクルの短期化が顕著である。東レはそのよう

な現状を生き抜くために商品化に必要な最適部材を自由に選択してソリューションを提供

する仕組みを目指している。帝人もまたソリューション提供型ビジネスモデルを目指して

おり、先述したニトリとの提携では顧客の目線を取り入れた機能商品を作ることを目的に

している。素材開発から販売まで両社一貫体制で共同開発した新しい機能商品を定期的に

市場投入し、新たなライフスタイルを浸透させていくつもりだ。

日本の汎用繊維分野の川上企業が拡大するグローバル市場で競争していくためには、外

部環境の変化に対応して安定した収益確保や利益率の向上をする必要がある。そのための

戦略として、川上と川下の戦略的提携により企業間の連携を推進してそれぞれの強みを活

かして「顧客目線」に立って最終ニーズの分析から新規事業の創出と技術開発を図ってい

くべきである。

5. 考察

これまで、日本の川上に位置する繊維企業が、競争優位を構築するための戦略を考えて

きた。本研究から得られた考察として

①高機能繊維分野では最終用途となる企業との連携を強める

②汎用繊維分野では、消費者の目線に立って川下企業へのアプローチを高める

という 2点を挙げる。

高機能繊維分野に関しては、日本は高い技術と品質を保有しているが、個々で素材の供

給をしているにすぎなかった。そこで、最終製品を受け持つ企業と提携することで、自社

の資源を利用出来る外部事業機会を拡大し、新たなビジネスチャンスの獲得につながると

考えた。また、欧州では加工技術が発達しており、規格の統一を目的として地域レベル、

国家レベル、EUレベルで、コンソーシアムが積極的に作られている。日本でも大学の研

究機関などの川上機能から自動車メーカーや航空機メーカーなどの川下機能を含めた垂直
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的なコンソーシアムによって、出口となる企業との連携を推進する必要があると考える。

汎用繊維分野に関しては、日本は国内市場の縮小に伴い事業の縮小・撤退をしていく一

方、グローバル市場は成長産業として拡大していることから、内需に依存しているだけで

はなく外需も取り込んでいき、グローバル市場で競争していかなければならない。そのた

めには、ダイナミックな外部環境の変化の影響に左右されずに安定的な収益確保をするた

めに、提携によって川下企業へのアプローチを高め、消費者目線に立って最終ニーズの把

握をもとに事業を進めていく必要があると考える。

どちらの分野においても、日本の繊維企業は今までのように高い技術を供給するだけで

はなく、自ら新たな事業機会を開拓していく姿勢が求められるであろう。
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